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（鉄道総研月例発表会講演要旨） 

精度と即時性を高めたＰ波による震央推定手法 

防災技術研究部 地震防災研究室 

室長 山本 俊六 
 

１． はじめに 

現在新幹線等で利用されている早期地震防災システムは、振幅の規定値超過を利用した運転制

御（Ｓ波警報）とともに、Ｐ波初動部のデータを利用した運転制御（Ｐ波警報）を行う。Ｐ波警

報ではＰ波初動の短時間の地震波データより地震諸元（震央、マグニチュード）を推定し、これ

らと経験的に求められた地震の影響範囲との関係より制御範囲を求め、警報を出力する。原理的

にＰ波警報はＳ波警報に比べ早く警報を出力する可能性を持つが、適切な警報出力を行うために

は、地震諸元を精度良く推定することが重要である。ここでは、現行のＰ波警報で使用されてい

る震央推定手法に比べ、精度と即時性を同時に高めた推定手法を開発したので報告する。 

 

２．現行システムの震央推定手法 

現行の早期地震防災システムにおける震央推定の流れを図 1 に示す。Ｐ波検知後、地震計は、

Ｐ波初動部の加速度振幅の成長から震央距離を求め、同時に、Ｐ波初動部の変位の振動方向から

震央方位を求める。求められた震央距離と震央方位から震央を決定する。 

震央距離の推定には B-⊿法 1)が使用される。これはＰ波初動部 2 秒のデータに以下の(1)式で

示す関数をフィッティングさせ、主に振幅成長の傾きを表す係数 B と震央距離の経験的関係を用

いて震央距離を推定する手法である。 

 

y(t)=Btexp(-At)       (1) 

 

ここで、t はＰ波到達からの経過時間(秒)、y(t)は加速度振幅絶対値、A、B は係数である。また、

震央方位はＰ波初動部 1.1 秒のデータに主成分分析法 2)を適用することにより波形の振動方向を

求めて推定する。 

地震計はこの後、震央距離と観測された波形の振幅からマグニチュードを推定する。さらに震

央とマグニチュードの関係から運転制御範囲を求める。したがって、震央距離と震央方位の推定

精度は早期地震防災システムの性能に大きな影響を与える。 

  

３．提案する震央推定手法 

3.1 震央距離推定手法 

 はじめにＰ波初動部における地震波の性

状を把握するために、Ｐ波到達以降の加速

度振幅の時間変化を様々なマグニチュード

や震央距離で分類し比較を行った。その一

例を図 2 に示す。図はＰ波初動部 3 秒の加

速度振幅絶対値を示している。マグニチュ

 

図 1 Ｐ波による現行の震央推定手法 
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ードは 4 クラスから 7 クラス、震央距離は 20～40km、60～80km の波形を選択した。 

図よりＰ波初動部 0.5 秒程度までは、マグニチュードの違いによらず、同一震央距離の加速度

絶対値はほぼ同じように成長していることが分かる。一方、Ｐ波初動部 0.5 秒程度までの加速度

成長は、震央距離が長くなるほど緩やかになることが確認できる。振幅成長の性状が変わる主な

原因は地震波の散乱や幾何減衰と考える。これらの影響は距離に依存するため、加速度の振幅成

長の度合いから震央距離を推定することが可能になる。 

ここでは図 2 に示したＰ波初動部の形状を

以下の 1 次関数で近似することとする 3)。 

 

y(t)=Ct   (2) 

 

t はＰ波到達からの経過時間(秒)、y(t)は加

速度絶対値、C は成長の傾きを表す係数であ

る。(2)式の形状を、現行の B-⊿法で使用す

る関数形状と比較したものを図 3 に示す。B-

⊿法では 2 秒のデータを対象に 2 つの係数

A,B を持つ関数をフィッティングさせるのに

対して、提案する手法では 0.5 秒のデータを

対象に 1 つの係数 C を持つ関数をフィッティ

ングさせる。 

次に係数 C と震央距離との相関性を確認す

るため、防災科学技術研究所の K-NET で記録

された 10365 波形（139 地震）に対して(2)式

を最小自乗法でフィッティングさせ係数 C を

求め、これと気象庁の地震カタログから計算

した震央距離とを比較した。その結果を図 4

に示す。図より係数 C と震央距離との間には

良好な負の相関があることが確認できた。 

さらに、図 4 に示したデータより係数 C と

震央距離の関係式を求め、これを用いた際の

震央距離の推定精度を計算した。対数軸にお

ける推定震央距離の誤差（推定された震央距

離の対数値－気象庁による震央距離の対数値）

の自乗平均平方根は 0.277 である。同様の処

理を現行の震央距離推定手法を用い推定誤差

の自乗平均平方根を求めたところ 0.313 を得

た。以上より、提案する手法により震央距離

の推定精度が約 13%向上したことが分かる。

また推定に用いる解析データ長は従来の 2 秒

から 0.5 秒に短縮された。 

(a)震央距離 20～40km のケース 

(b)震央距離 60～80km のケース 

図 2 Ｐ波初動部における加速度振幅絶対値

の時間変化 

図 3 現行の震央距離推定手法と 

提案した手法 
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3.2 震央方位推定手法 

現在利用している震央方位推定手法はＰ

波初動部 1.1 秒の変位波形に主成分分析法

を適用し 3 成分軌道の主軸を求めることに

より、震央方位を推定している。ここでは

はじめに、解析データ長の変化に伴う震央

方位推定誤差の変化を求める。K-NET で記

録された 1991 波形を対象に、現行手法によ

る震央方位の推定を行い、気象庁カタログ

に基づく震央方位との誤差を算出した。解

析データ長を 0.1 秒から 2.0 秒まで 0.1 秒

刻みで変化させ平均推定誤差をプロットし

たものを図 5 に示す。 

図より、解析データ長 0.6 秒で誤差が最

小値を示すことが分かり、これより現行手

法（1.1 秒）より短い解析データ長を用い

ることの効果が認められる。長い解析デー

タ長で誤差が大きいのは、データの後半部

に直達Ｐ波以外の散乱波等が多く混入し、

解析の精度を低下させているためと考える。

一方、解析データ長を極端に短くすると推

定誤差が増大することも分かる。これは解

析用のサンプル数が非常に少なくなるため、

主成分分析が不安定になるためと考える。

したがって、解析精度を上げるためには解

析が安定する程度のサンプル数を確保しつ

つ解析データ長をある程度短くすることが

効果的と予測できる。 

以上より、ここではＰ波初動の半波長を

解析対象として主成分分析を行う方法を提

案する。概念を図 6 に示す。現行の手法は

地震波の性質によらず、固定長（1.1 秒）

を対象に解析を行った。提案する手法では、

Ｐ波到達以降、最初に振幅の極性が入れ替

わるまでの区間を解析対象とするため、地

震波により解析データ長が変化する。ただ

し、極性が入れ替わるまでの時間が 0.2 秒

より短い場合は、解析データ長を 0.2 秒と

する。これにより、十分なサンプル数を確

保しつつ、地震波の波長に応じて直達波以

図 4 係数 C と震央距離の関係 

（図中の実線は回帰式を示す） 

 

図 5 解析データ長に伴う震央方位推定精度の

変化 

 

 
 

図 6 現行の震央方位推定手法と提案した手法 
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外の成分の混入の影響の少ない適切な解析デ

ータ長を扱うことが可能となる 4)。 

この手法を前述のデータセットに適用した

際の、解析データ長の頻度分布を図 7 に示す。

図より 0.4～1.0 秒程度の解析データ長が多

いことが分かる。解析データ長全体の平均は

0.85 秒である。また推定誤差の自乗平均平方

根は 49.0 度となり、1.1 秒の解析データ長を

用いた現行の手法（推定誤差 67.9 度）に比べ

て 28%推定精度が向上する。したがって、提

案した手法を用いることにより推定精度は向

上し、平均的な解析データ長は短くなること

が分かる。 

 

４．まとめ 

ここでは、早期地震防災システムで利用される震央（震央距離と震央方位）推定の精度向上を

目指して提案した手法に関して報告した。 

震央距離推定に関しては、Ｐ波初動部 0.5 秒のデータに 1 次関数をフィッティングさせ、その

傾きと震央距離の経験的関係を利用して震央距離の推定を行う手法を提案した。この手法により、

震央距離の推定精度は現行の手法に比べて約 13%向上し、解析データ長は現行の 2 秒から 0.5 秒

に短縮された。震央方位推定手法に関しては、Ｐ波初動部の半波長を対象に主成分分析を行う手

法を提案した。この手法により、震央方位の推定精度が 28%向上し、解析データ長が従来の 1.1

秒から平均 0.85 秒に短縮された。 

早期地震防災システムにおいて、上記の手法を組み合わせることにより、現行より精度と即時

性を高めた震央推定を行うことが期待される。 
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図 7 提案した手法による解析データ長の 
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